
事業事前評価表（技術協力プロジェクト）

作成日：平成15年8月11日

担当部・課：社会開発協力部 社会開発協力第一課

案件名：ベトナム/水環境技術能力向上

対象国：ベトナム

実施地域：ハノイ（首都）

実施予定期間：2003年11月1日～2006年10月31日（３年間）

1. プロジェクト要請の背景

ベトナムは1986年に始まったドイモイ（刷新）路線導入後、経済成長率は

1990年代を通じて7.4％、2000年、2001年においても7％弱の高水準にあっ

た。また、同国政府は「工業国家化」を長期国家計画目標として揚げ、農業中

心から工業中心への産業構造の転換を図っている。この移行過程で、森林破壊

や土壌侵食･劣化、水資源環境等自然環境が急速に悪化し、都市環境、産業公

害も深刻化している。特に都市部、工業団地等では、工業廃水や生活排水等に

より水環境の汚染が深刻化している。これに対し、同国政府は1993年に環境

保護法を制定し、1995年には環境基準を整備した他、国家環境庁や天然資源

環境省の設立等、環境保護事業に力を入れてきた。しかし環境基準・指標や法

実施細則が不備であり、モニタリングも適切になされておらず、水環境を含む

自然環境の悪化をくい止めることが出来なかった。このような背景のもと、ベ

トナム政府は水環境を始めとした環境保全分野で経験が豊富な日本に対して技

術協力を要請してきたものである。 

2. 相手国実施機関

ベトナム科学技術アカデミー（VAST）に直属している環境技術研究所

（IET）。

※開始当初、実施機関は国立自然科学技術研究センター(NCST)という名称で



あったが、2004年2月、ベトナム科学技術アカデミー(VAST)に名称変更した。

このため、実施機関名称は、以下すべてVASTに統一した。

3. プロジェクトの概要および達成目標

(1) 達成目標

1) プロジェクト終了時の達成目標 (プロジェクト目標)

[目標]

・水環境の保護に係るVASTの機能が向上する。

[指標]

・水質モニタリングの報告書がVAST(IET)より天然資源環境省

(MONRE)に提出される。

  

2) 協力終了後に達成が期待される目標 (上位目標)

[目標]

・水環境保護に係るベトナム関係者の能力が向上する。

[指標]

1モニタリングポイントの数。

2実際に応用された移転技術の数。

3VAST(IET)より関係機関に対して推奨された技術的助言の数。

 ※具体的な数については、後日合同調整委員会にて決定する。

(2) 成果(アウトプット)と主な活動

［成果］

1) 水質モニタリングの実施及び分析手法の開発に係るVAST研究者の能力

が向上する。

1.1 水質モニタリングに関するマニュアルを開発する。

1.2 水質基準に関連した水質の標準分析手法(SOP)を開発する。

1.3 水質モニタリングステーションのデータ収集・解析を通して、適切



 

なモニタリング手法を政府関係機関に推奨する。

2) 排水処理に必要な適正技術の開発と応用に関係するVASTの研究者の能

力が向上する。

2.1 VASTの研究者によりVASTの排水処理施設を設計する。

2.2 水処理に関する適正技術を関係機関に助言する。

2.3 水処理に係る先端技術・適正技術の情報収集を行う。

3) 中央及び地方の組織に対して水質モニタリング・排水処理に係るトレー

ニングを実施するVASTスタッフの能力が向上する。

3.1 水環境管理に係るトレーニングを実施する。

3.2 水質モニタリングに係るトレーニングを、中央及び地方組織に対し

て行う。

3.3 排水処理に関するトレーニングを実施する。

3.4 ベトナムの水環境保護に関するセミナーを実施する。

4) VAST研究者がMONRE及び関係組織の環境保護活動に対して貢献する。

4.1 MONRE及び他組織から依頼された水環境保護のプロジェクトを実

施する。

4.2 水質マネジメントの適正化に関し、MONRE及び他組織に助言す

る。 

(3) 投入(インプット)

 

1) 日本側

・長期専門家：3名（環境管理・水分析・水処理）

・短期専門家：必要に応じて派遣

・本邦研修：約5名/年（水処理、水質分析等）

・機材供与：約18千万円

2) 相手国側

・施設提供、運営維持経費、C/Pの配置等

(4)実施体制



・先方実施機関：環境技術研究所・ベトナム科学技術アカデミー

・国内協力機関：環境省

 

4. 評価結果 (実施決定理由)

以下の視点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当

と判断される。

(妥当性)

ベトナムは、2001年～2010年の国家環境保護戦略の中において、環境分野

への取り組みを強化することを表明している。また、同国により策定され

た環境行動計画案（2002-2007）は、水質改善に取り組むことを明示して

いる。他方、我が国のベトナムに対する援助の柱の一つに環境が取り上げ

られており、その中で水質がその一分野として強調されている。

以上のように、本プロジェクトは双方の政策に沿うものであり、妥当性を

有すると判断される。

(有効性)

 

C/PはVASTのグループの指導者としての地位にある中心的人物が多く、技

術移転の波及効果が期待され、組織全体としての能力向上につながると考

えられる。さらに、プロジェクト目標として掲げられるVASTの組織として

の能力向上は、VASTにおいて水環境保護に係るモニタリング活動を試行す

るという実務的なプロセスを経ることで、一層促進されることが期待さ

れ、達成可能なものであると考えられる。

(効率性)投入と成果の関係性

C/Pとなる研究者は博士号、修士号を持つ研究者が半数を超え、現在既に

分析技術をある程度習得している研究者である。そのため、技術移転に必



 要となる基礎的素地は充分であり、吸収が早く、少ない投入で、効果的に

研究者の能力向上を図ることが可能であり、効率性は高いと判断される。

(インパクト)

 

プロジェクト目標達成により、VASTの能力が強化され水質モニタリングを

行う指針が完成する。VASTと緊密な関係を持つMONREが当成果を活用す

ることにより、水質モニタリングの実施及びその結果の活用が促進され、

ベトナム全土の水環境保護に係る能力が強化されることが期待される。

(自立発展性)

 

C/PとなるVASTはベトナム国の中でもトップレベルの研究所であり、個々

の研究者の能力は非常に高い。これら能力の高い研究者の知見を活用し、

同研究所は、独自の事業を展開することによる自己収入を得ており、プロ

ジェクト終了後も自立発展性が担保される可能性が非常に高い。

5. 外部要因リスク (外部条件)

・技術移転を受けた研究者がIET及びVASTで仕事を続けること。

・IET及びVASTが水環境保全の主要機関として中央政府から支援を受け続け

ること。

・MONRE等中央省庁、地方自治体がプロジェクトに協力的であること。

6. 今後の評価計画 (中間評価、終了時評価の実施時期)

・中間評価(2005年6月頃)

・終了時評価(2006年6月頃)。


